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１．目的  

 鋼製パネルによる耐震補強工法は，補強パネルと接

続パネルで構成され，鋼製パネルの凸部を接続パネル

の開口部にはめ込むことで相互に接続（嵌合接合）し，

ボルト等で固定し柱との空隙に充填材を注入して一

体化する工法である１）．パネルは人力運搬可能で溶

接を必要としないため，駅部の耐震補強などで実績を

重ねている(図-1)が，地中ボックスカルバート中柱耐

震補強に対しても，施工性から大きなメリットが期待

される.しかし中柱は要求性能が曲げ耐力ではなく変形 
図-1 補強概要 

性能であり，その終局変位は軸力保持性能により定義され

る．また一般に断面形状は壁式であり，ラーメン高架橋を

対象とした既存の性能評価手法1)の適用範囲外である．この

ため，静的載荷実験により，扁平な壁柱に対する鋼製パネ

ル組立耐震補強工法の適用性を検討した． 

２．実験概要 

 試験体は，鉄道用カルバート壁式中柱を参考に定めた。

せん断スパンは階高の 1/2 としてモデル化した．試験体の

形状寸法を図-2 に示す．実験パラメーターは，中間貫通鋼

材なし（A 試験体）とあり(B 試験体)の２種類とし，鋼製パ

ネル補強量は，曲げ耐力に対し，せん断破壊を防ぐことが

できる量として板厚を 4.5mm とした．中間貫通鋼材は，

変形性能の向上を目的として 1D 区間に配される鋼製パネ

ルに対し配置した．中間貫通鋼材は，D32 鉄筋を用いた．

使用材料の性質を表-1 に示す．せん断耐力および変形性能

について，参考文献 1)により計算した結果を表-2 に示す． 

図-2 試験体の概要（貫通鋼材は B 試験体のみ）

加力は，鉛直方向に鉄道用カルバート壁式中柱を参考に

定めた軸力(σ0=3.85N/mm2)をかけた状態での水平方向正

負交番載荷とした．載荷方法を図-3 に示す．載荷プログラ

ムは，最外縁引張鉄筋の降伏時変位をδyとし，δyの整数

倍の変位振幅でそれぞれ３サイクルの正負繰返しとした． 

３．実験結果 

図-4～5 に荷重変位関係を示す．図中の計算値は参考文

献 1)に従って計算したものである．但し，断面幅の影響を 図-3 載荷方法 
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 表-1 使用材料の性質 表-2 実験パラメーターと計算値 

 降伏応力 ヤング係数

(N/mm2) ×104(N/mm2)
柱主鉄筋 D29 SD345 366 1.95

φ13 SR235 315 2.06

φ9 SR235 353 2.06

補強パネル ｔ=4.5 NSDH540 482 2.00

接続パネル ｔ=6.0 SS490 352 1.92

貫通鉄筋 D32 SD345 385 1.95

サイズ

柱帯鉄筋

使用部位 材　質

 

 
 
 
 
 
 
 

考慮する係数は考慮していない．終局を表す N 点は最 
大耐力後に耐力が降伏荷重まで低下した点として定義 
した。A試験体，B試験体（中間貫通鋼材あり）のN点変位

δ N は ， そ れ ぞ れ 71.2mm(4.2 δ y ， θ n=0.037) ，
105.0mm(5.7δy，0.055)であった。地中構造物の変位は地

盤変位に追随するが、多くの層間変形角はせいぜい 0.03 程

度であり、中間貫通鋼材を用いなくても実用に値する変形

性能であるといえる。 
図-6 に鉛直変位と塑性率の関係を示す．試験体 A は，4

δy まで，試験体 B は 5δy まではひび割れの発生・鉄筋の

塑性化による伸び上がりが見られ，上床板を十分に支持した

が以降，両試験体とも沈下が始まった．この変形時は図-4～
5 に示した水平耐力で定まる終局変位とほぼ一致している．  

-2000

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

2000

-140 -120 -100 -80 -60 -40 -20 0 20 40 60 80 100 120 140

変位δ(mm)

荷
重

P
(ｋ

N
)

実験値

計算値

N点(74.6mm,1248kN)
Y点(16.9mm,1248kN)

M点(31.3mm,1503kN)

N点(-73.5mm,-1292kN)

M点(-31.1mm,-1543kN)

Y点(-16.9mm,-1292kN)

4.3δy

A試験体 B試験体
鋼製パネル

鋼製パネル NSDH540
NSDH540 貫通鉄筋

4.5mm SD345 D32＠150
せん断スパンｌa

曲げ耐力Mu

曲げ耐力時せん断力Vmu

補強前せん断耐力Vyd

補強前せん断余裕度
補強せん断力Vsd

補強後せん断耐力Vyd’

補強後せん断余裕度
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圧縮強度 引張強度 ヤング係数

(N/mm2) (N/mm2) ×104(N/mm2)
A試験体 25 2.56 2.28
B試験体 22.9 2.13 2.28
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図-4 荷重変位関係（A 試験体） 

最終加力時においてもパネル接続部ボルトの破断や顕著

な塑性変形は見られず，パネル間の水平目開き量についても

A 試験体で最大 0.9mm，B 試験体で最大 0.4mm であった．

よって、パネル部材の嵌合接合は十分な性能を持っていると

いえる． 
図-5 荷重変位関係（B 試験体） 
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 壁式柱の正負交番載荷実験を行った結果以下の知見を得た． 

(1)扁平な壁式柱に対し，鋼製パネル耐震補強のみの場合でもせ

ん断破壊には至らず，既存の変形性能評価手法で十分安全側に

評価できる．中間貫通鋼材を配置した場合，さらに変形性能補

強効果は向上する． 

(2)鉛直力支持能力がなくなる変形と水平耐力が降伏荷重まで

低下する変形がほぼ一致することから，本構造においては，カ

ルバート中柱であっても水平耐力により変形性能を評価するこ

とは合理的である． 
図-6 鉛直変位-塑性率関係 
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